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  東日本大震災から3年弱経った現在においても、被災地である東北における経済活動の復旧・復興、事業継続性を踏まえた国内外のサプライチェーンの再構築、電力制約の克服などに加えて、先進国の中で最も大きな財政赤字など日本経済には依然厳しい課題が課せられています。経済産業研究所（RIETI）では、震災直後よりこの未曾有の事態を乗り越える日本経済に求められる取り組み、中長期的針路をテーマに精力的に活動を展開してまいりました。


  本電子書籍では、これまでに公表された東日本大震災に関するRIETIディスカッションペーパーのノンテクニカルサマリーを集め、RIETIが取り組む東日本大震災に関する研究成果の一部をご紹介します。


  2014年2月 独立行政法人経済産業研究所


  ノンテクニカルサマリーは、RIETIディスカッションペーパー（以下DP)の分析結果を踏まえつつ、政策的含意を中心に大胆に記述したもので、DPの一部分ではありません。分析内容の詳細はDP本文をお読みください。また、ここに述べられている見解は執筆者個人の責任で発表するものであり、（独）経済産業研究所としての見解を示すものではありません。
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      2010年6月（ウェブ掲載日）
    


    東アジアの地域統合と日本経済の震災後のシナリオ


    
      藤田 昌久 (所長)、 浜口 伸明 (ファカルティフェロー)
    

  


  +地域経済プログラム (第三期：2011～2015年度)

  「グローバル化と災害リスク下で成長を持続する日本の経済空間構造とサプライチェーンに関する研究」プロジェクト


  
    日本が経済成長を持続していくためには、アジアやその他新興国経済の活力を取り込む方法を戦略的に考える必要がある。このことを空間経済学の視点から考えてみたい。


    空間経済学では、産業の空間上の場所を決める要因は、相反する方向に働く集積力と分散力の相対的関係であると考える。日本が持つ集積力とは、高い生産性を実現することを可能にする高質の労働力、効率的なインフラストラクチャー、大規模な国内市場、部品や素材に容易にアクセスできる環境、先端企業の研究開発力、等を上げることができる。反面、近年においては、円高、自由貿易協定戦略の出遅れによる海外市場へのアクセスの相対的不利化、少子高齢化と人口減少がもたらす国内市場の先細りと労働力不足の見通し、などが分散力として益々顕在化している。産業空洞化問題は、集積力を強め、分散力を弱める対策が必要とされる（表参照）。


    集積が自己増強的であるため、いったん集積力が分散力を上回ると成長速度は加速化する。これを正のフィードバックあるいはロックイン効果と呼ぶ。産業集積の形成過程ではこの効果をうまく活用する必要がある。ところが、産業集積が成熟期を迎えると徐々に分散力が顕在化するようになり、ある臨界点を超えると別の立地パターンに移行することが可能になる。実際にそうしたほうが産業全体の効率性も高いが、個々の企業では従来の成功パターンを変えようとするインセンティブが働かず、非効率な集積が維持されてしまう。このような「負のロックイン効果」を防ぐために、産業空洞化対策には選択と集中の視点が重要となる。すなわち、日本が比較優位を持たない産業やアクティビティは積極的にアジアに分散するとともに、逆に強みを持つものは国内で集積を強化するだけでなく、海外の企業の同様の機能に関する投資を積極的に誘致するべきであり、そのための地域協力を強化しなければならない。


    国内においては、上にあげたような日本が本来持っている集積力を強化する必要がある。すなわち大都市部において知的資源が集積して知識のスピルオーバーを促進するような政策が必要であり、地方部では技術が凝縮された中間財・素材の生産を中心とする産業集積を維持することである。これら大都市部と地方部の機能は相互補完的であり、どちらかが欠けても成長のダイナミックスを失うことになる。


    東日本大震災後、自然災害によりサプライチェーンが分断されるリスクを軽減するために、調達先や生産拠点を分割する必要がこれまでよりも深刻に受け止められるようになってきた。これに加えて、原発事故の影響による電力供給体制の不安定性の問題が発生し、震災は日本産業に新たな分散力を提示した。これらは一時的な問題と捉えられるかもしれないが、ロックイン効果を想定すると、ひとたび分散が加速すると、震災前の状況に戻っても元の集積は二度と復元されない。本来国内に残すべき産業・アクティビティが流出してしまう事態は絶対に阻止しなければならない。


    表：日本の集積力と分散力
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    » ディスカッションペーパー（RIETIウェブサイト）
  


  
    
      2012年4月（ウェブ掲載日）
    


    応急仮設住宅の建設と被災者の支援：阪神・淡路大震災のケースを中心に


    
      宇南山 卓 (ファカルティフェロー)
    

  


  新しい産業政策プログラム (第三期：2011～2015年度)

  「日本経済の課題と経済政策－需要・生産性・持続的成長－」プロジェクト


  
    本研究では、東日本大震災を契機に恒久制度として導入されることが検討されている「みなし仮設住宅」の有効性・問題点について検討した。みなし仮設住宅とは、プレハブの応急仮設住宅に代わり、自治体が借り上げて被災者に供与される民間住宅のことである。大規模な災害が発生すると、災害救助法に基づき応急仮設住宅が供与されるが、現行法の下では原則として被災地にプレハブ住宅を建設することになっている。被災者に住宅を供与することは、復興・復旧の第一歩であり、マスコミ報道などでは、迅速かつ大量に建設することが望ましいと考えられている。


    しかし、災害の実情から判断すると、プレハブ供与による現行制度は必ずしも有効な被災者支援策ではない。ここでは、阪神・淡路大震災の経験に基づき、現行制度を評価した。プレハブとはいえ新規の建築物の建設には一定の時間がかかる。大量に建設するための用地を確保することは困難であり、画一的な間取りでは被災者の多様な住宅ニーズに対応できない。さらに、入居地域や入居の優先順位など、被災者間の利害調整に費やされる行政コストは莫大である。それに対し、家賃補助のような形態では、市場で被災者自身が新しい住宅を調達することを支援することになる。そうした分散的意思決定によって、大量かつ多様な被災者を迅速に収容することが可能である。


    もちろん、市場で住宅を調達させるためには、被災者が利用可能な住宅ストックが十分に用意されている必要がある。少なくとも、阪神・淡路大震災のケースでは、被災者を収容するだけの遊休住宅ストックは市場に存在した。震災後に再建が必要とされた住宅が12.5万戸であるのに対し、被災した市町村内に10数万戸、隣接する市町村には20万以上の空き家があった(下の表参照)。つまり、現金を支給して、自分で選択した空き家に入居することを支援すれば、プレハブの応急仮設住宅を経ずに通常の住宅に被災者を収容できたのである。


    現在の弾力運用されている「みなし仮設」では、被災者が「被災者名義で契約したもの」も応急仮設住宅とみなされており、家賃補助方式はすでに実施されている。この東日本大震災の経験から、現金支給に変更することの課題も明らかになった。その1つが、供与希望者の増加である。実質的な家賃補助を認める通知が出るまでは7万2000戸とされていた必要戸数が、最終的には11万9000戸まで拡大している。これは、現物のプレハブ住宅での供与と比べて経済的支援としての側面が強いため、従来では支援対象とならなかった世帯まで受給していると考えられる。恒久化にあたっては、最も支援を必要とする被災者に資源を集中させるためにも、所得水準や資産水準に基づく支給制限を厳格に適用せざるを得ないだろう。適切な支給制限の枠組みを設計するために、現状のみなし仮設利用者とプレハブ住宅入居者の比較を可能とするような実態調査が必須である。


    現金で支給すること自体は、適切な支給制限の制度設計ができれば、有効かつ効率的な被災者支援策となる。ただし、居住地の条件を課さない現金支給策では、被災者が被災地を離れることが容易になる。この移動の自由は被災「者」にとって望ましいが、被災「地」にとっては負担になるというトレードオフが存在している。1つには、団地形式の従来型の応急仮設住宅と比べ、被災者が分散居住するため、自治体業務が混乱する可能性である。自治体の範囲を超えて被災者が移動すれば、状況把握が困難になり、支援事業を含めた被災自治体の業務が滞ってしまう。この問題には、被災者の情報が一元的に管理できるようなシステムの構築が必要であろう。


    もう1つの課題として、被災者の自由な住所選択が、被災地域の人口を減少させる効果がある。被災地から被災者が流出することは、復興の促進という観点からは望ましい現象ではない。対応策としては、被災地にとどまることを条件とした現金支給などが考えられるが、転出を希望する被災者にとっては負担となる。このトレードオフは、制度設計では解決が困難であり、被災者の支援と被災地の復興のバランスを議論する必要がある。


    表：被災地・被災地隣接地域の空き家の状況
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    » ディスカッションペーパー（RIETIウェブサイト）
  


  
    
      2012年5月（ウェブ掲載日）
    


    東日本大震災の影響と経済成長政策：企業アンケート調査から


    
      森川 正之 (理事・副所長)
    

  


  その他特別な研究成果 (所属プロジェクトなし)


  
    問題意識


    本稿は、3000社超の日本企業を対象に行ったアンケート調査の結果に基づき、東日本大震災の企業への影響と対応、今後の経済成長のための政策課題について概観する。大震災の影響については、特にサプライチェーン問題、計画停電・電力使用制限に焦点を当てている。今後の政策課題については、税・社会保障制度、政府財政の安定化をはじめとする中長期的な成長に関連する制度・政策に着目している。


    サプライチェーン問題


    東日本大震災の際にサプライチェーン問題から直接・間接の影響を受けた企業は約6割にのぼる。製造業、東北・関東地方、大企業で直接的影響を受けた企業の割合が多い。日本企業の過半数が国内での調達先の分散、海外からの調達拡大、部品等の在庫拡大等の対応を講じ始めている。産業や企業規模をコントロールした上で、もともとグローバル展開が進んでいる企業ほど海外からの調達拡大に積極的な傾向がある。他方、中小企業では特別な対策は講じないという企業が約4割にのぼる。理論的な立場から、調達先の分散、工場の複数化といったサプライチェーン問題への企業レベルでの対応と、規模の経済性の活用との間にはトレードオフが存在することが指摘されている。中小企業は調達のロットが小さいことなどから分散のコストが相対的に大きく、企業レベルでの取り組みを政策的にも支援していくことが望ましい。


    電力供給制約


    東日本大震災の後、約45%の企業が計画停電・電力使用制限等の影響を直接・間接に受けた。そして、復興と経済成長のための重要政策として、「電力の安定供給確保」を約47%の企業が挙げている。原子力発電所の稼働停止により2012年の夏も電力供給不足が懸念されているが、電力供給不足が生じた際の対応策として、電力料金引き上げによる需要抑制という価格メカニズムを用いた対応への企業の支持は、量的な供給制限に比べて少ない。一方、計画停電の適用除外となることへのWTP（willingness to pay）に関する調査結果は、電力需給逼迫時の価格引き上げが企業の電力需要を抑制する上でかなりの効果を持つ可能性を示唆している。


    経済成長のための政策課題


    一般論として企業経営に大きな影響を与えるものとしては、（1）社会保障費の企業負担（48.4%）、（2）法人税率（44.3%）、（3）為替レート（43.1%）、（4）電力・エネルギー価格（41.2%）、（5）政府・政策の安定性（32.9%）が挙げられている。


    東日本大震災からの復興、日本経済の成長力を高めるために重要な政策としては、（1）「政府財政の安定化」（65.5%）、（2）「法人税率の引き下げ」（58.4%）、（3）「電力の安定供給確保」（46.5%）、（4）「社会保険料の企業負担抑制」（39.0%）、（5）「TPP協定への参加」（21.4%）の順に回答数が多かった（下図参照）。復興のための財政支出が増加する中、最近の欧州経済危機もあって、日本の財政の健全性への懸念が企業の間で非常に強いこと、また、社会保険料負担の増大が企業経営に対して大きな影響を及ぼしていることを示している。


    
      表：大震災からの復興を進め、日本経済の成長力を高めるために重要な政策課題
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      （出典）経済産業研究所「企業経営と経済政策に関する調査」（2012年）より作成。

    

  


  
    » ディスカッションペーパー（RIETIウェブサイト）
  


  
    
      2012年6月（ウェブ掲載日）
    


    被災地以外の企業における東日本大震災の影響－サプライチェーンにみる企業間ネットワーク構造とその含意－


    
      齊藤 有希子 (研究員)
    

  


  地域経済プログラム (第三期：2011～2015年度)

  「組織間、発明者間の地理的近接性とネットワーク」プロジェクト


  
    問題意識と研究目的


    千年に一度と言われる未曾有の大震災を体験して、被災地以外の企業においても、多くの企業がサプライチェーンの構造を把握する重要性を再認識した。平時においては、取引先の取引先、さらなる取引先を意識した経営戦略を立てることは少ないであろう。日本の産業の競争力は、取引先とのつながりの強さに依存すると考えられてきたが、このような競争力は、震災のように、つながりを断つ現象に対して、脆弱であると考えられる。本研究では、東日本大震災において、被災地以外の企業がどの程度の割合で被災地の企業とつながりを持っているのか、約80万社の企業間の取引関係データを用いて分析した。


    分析結果


    東日本大震災において、被災地以外の企業が被災地の企業とどのようなつながりを持っているのか分析した結果を、以下の図と表に示している。


    図は、被災地企業（赤点）と被災地企業の取引先企業（青点）の地理的な広がりを示している。0次の企業は被災地企業、1次の企業は被災地企業の取引先企業である。被災地企業の取引先企業は、日本全域に広く存在することが確認された。


    表は、被災地企業、被災地企業の取引先企業、取引先の取引先企業（2次の企業）などの企業全体に占める割合を地域別に示している。被災地企業の取引先企業は、図のように全国に広がっているものの、その割合は非常に少なく、北海道地方で2.3%、関東地方で2.7%、中部地方で1.1%、中国・四国地方や九州地方で0.5%以下であることが確認された。しかし、被災地企業の取引先の取引先企業まで含めると、北海道地方で60%、関東地方で58%、中部地方で53%、中国・四国地方や九州地方で40%以上となり、多くの企業が関係してくることが分かる。さらなる取引先の企業（3次の企業）まで含めると、すべての地域で9割近くなり、ほとんどの企業が何らかの関係を持つ（注1）。企業間の取引ネットワークが「スモールワールド（小さな世界）」の構造を持っていることを反映している。


    インプリケーション


    本研究の分析結果から、被災地以外の地域においても、企業自身が認識しないうちに大多数の企業が、取引関係によって何らかの影響を受ける可能性があることが確認された。個々の企業の被害の大きさは、代替不可能な仕入先であるのか、販売の多くを1つの企業に依存しているのかなど、企業間のつながりの強さによって決まってくると考えられる。


    東海大地震も遠くない未来におこると予測される状況下で、より安定的な取引ネットワークを構築するためには、異なる地域に複数の取引先を持つなど、長期的観点からリスクを分散させるための対策を考えるべきである。


    図：企業の地理的分布

    [image: 12j020_f1]表：地域別の企業の割合

    [image: 12j020_t1[1]]


    
      脚注


      
        	本稿で用いる取引関係データには、個々の企業に対して、24社を上限として主要な取引先が記載されているが、他社から主要な取引先として記載されることにより、取引先の数が1万を超えるハブ企業が確認される。このようなハブ企業が1万の取引先の影響を受けることは考えにくく、ハブ企業を経由することにより、震災の影響を受けうる企業の割合が過大評価される可能性がある。これを回避するため、震災の影響は主要な取引からのみ波及すると仮定して分析を行ったが、依然として多くの企業が関係する様子が確認された（本文補論C）。

      

    

  


  
    » ディスカッションペーパー（RIETIウェブサイト）
  


  
    
      2012年7月（ウェブ掲載日）
    


    東日本大震災の被災地域への負の供給ショックと復興の経済波及効果に関する乗数分析－2地域間SAMを用いて－


    
      沖山 充 (（株）現代文化研究所)、徳永 澄憲 (筑波大学)、阿久根 優子 (麗澤大学)
    

  


  地域経済プログラム (第三期：2011～2015年度)

  「持続可能な地域づくり：新たな産業集積と機能の分担」プロジェクト


  
    2012年5月時点での鉱工業生産指数では、被災地域の生産水準は被災地域以外の地域にほぼキャッチアップしたように見える。しかし、下図が示すように、津波で浸水した地域での生産活動や、被災地域からの輸出が、震災前の水準まで回復するにはもう暫く時間がかかると考えられる。本稿では、被災地域（本稿の「被災地域」とは岩手県、宮城県、福島県、茨城県の4県を指す）の輸出の減少や、津波による農業・漁業被害がもたらした、被災地域やそれ以外の地域の生産活動や家計所得へのマイナスの影響を試算・推計している。


    まず、本稿での試算・推計の結果について要点のみ紹介する。被災地域を中心にみられた震災後から半年間の大幅な輸出減が1年間続くと想定すると、被災地域の生産を6.5兆円減少させ、被災地域の世帯当たり家計所得も66.0万円減少させる。また、被災地域以外の地域において負の経済波及効果から被災地域以外の生産を46.4兆円減少させ、被災地域以外の世帯当たり家計所得も40.3万円減少させることになる。一方、津波による農業・漁業被害は、被災地域の生産活動を0.73%減少させ、年間換算した金額では0.5兆円に達する。そしてこうした被害は被災地域に止まらず、被災地域以外の生産活動にも年間換算した金額で2兆円の間接被害をもたらした。


    これらの分析結果より次の政策的含意が得られる。第1に、被災地域での港湾施設等のインフラを早急に復旧するなど、輸出促進環境を整備する政策を通じて、輸出の回復・拡大による製造業部門の生産の増大を図り、第三次産業への波及効果から被災地域の家計所得の増加に繋がることが期待できる。第2に、被災地域での集積が高い水産加工製造業を復興させる政策を通じて、津波によって甚大な被害を被った水産業の復興を後押しし、被災地域とそれ以外の地域で合わせた上記の被害推計額（資本ストック毀損を含まず）のうちの漁業被害額である2.1兆円からの回復に繋げることができる。


    また、本稿では、今後の被災地域の復興に向けてどのような財源（一般会計からの受入、租税、復興国債の3つのいずれかで手当てする）を用いて実施した場合、被災地域やそれ以外の地域への生産活動や家計所得などに対する経済波及効果を分析している。この分析結果は、復興国債の方が一般会計からの受入や租税の一部で充当するよりも、被災地域のみならず被災地域以外の地域に対してより効果的な財源であることを示唆している。したがって、平成24年度の復興庁予算である「東日本大震災復興特別会計」が、歳入の7割を復興公債金に依存していることに対して評価することができるものの、本稿の分析は、償還までの期間を十分に考慮していないという限界があり、こうした点に留意した上で、効果的な財源を何処に求めるかを考える必要がある。


    
      [image: 12j024_f1[1]]

      注1）「生産額」は津波浸水地域に所在する鉱工業事業所の59事業所の生産額試算値を指し、この中には沿岸部の水産加工食料品製造業を含まない。

      注2）「宮城県からの輸出額」の2012年3月と4月の伸び率は前々年同月期比となっている。

      出所）経済産業省資料、および宮城県統計課「みやぎ経済月報」の主要経済指標から作成

    

  


  
    » ディスカッションペーパー（RIETIウェブサイト）
  


  
    
      2013年2月（ウェブ掲載日）
    


    震災からの復旧期間の決定要因：東北製造業の実証分析


    
      若杉 隆平 (ファカルティフェロー)、田中 鮎夢 (研究員)
    

  


  貿易投資プログラム (第三期：2011～2015年度)

  「日本経済の創生と貿易・直接投資の研究」プロジェクト


  
    東日本大震災がもたらした被災企業への損傷、被災からの回復のスピード、日本全体の生産活動に与える影響を観察すると、基礎素材型産業と加工組立型産業との間では違いが見られる。沿岸に立地する基礎素材産業は津波により大きな打撃を受けたにもかかわらず、V字型に生産が回復し、日本経済全体への影響は大きくなかった。一方、輸送機械、電子部品・デバイス工業では津波による打撃が比較的小さかったが、被災からの回復は長期化し、経済全体への影響は大きかった。被災企業の復旧に障害となった要因を明らかにすることは、自然災害がもたらす産業への被災を最小化し、迅速な復旧を実現する上で重要な課題である。しかしながら被災企業の復旧過程に関するデータが不足していたため、企業レベルまで立ち入った分析がなされてこなかった。


    2011年12月にRIETIが実施した「東日本大震災による企業の被災に関するアンケート調査」は被災した製造事業所を対象とした初の大規模調査であり、被災と復旧への問題点を探る上で重要な情報を提供してくれる。本論文では、この調査データを基礎に被災企業の復旧に影響を与えた要因を検証する。


    被災企業が復旧する上で障害となった外生的要因のうちで、津波による被災・損傷の大きさが復旧を長引かせる最大の原因であったことは当然であるが、電力（electricity）・工業用水（water）・輸送手段（transport）等のインフラの寸断が復旧を長期化する要因となった。さらに、取引先との部品調達網（supply chain）の寸断が復旧に要する期間を一層長期化させる要因になった。生産工程の分業が深化している産業において、サプライ・チェーンの寸断が被災企業の操業再開を長引かせる要因となったことは注目すべき点である（図参照）。


    これまでの自然災害の先行研究では復旧期間の異なる企業の異質性は考慮されてこなかった。しかし復旧を妨げる要因による影響は復旧期間の長短によって異なる可能性があるため、この論文では復旧期間の長短を加味した分位点回帰による推計を行う。推計結果から、比較的短期に復旧した事業所にとっては電力供給の寸断が大きな障害となった一方、復旧に要する期間が長期化した事業所ほどサプライ・チェーンの寸断がもたらす影響が大きな障害となったことが明らかとなった。これは新たな発見である。


    限られたデータによる分析から一般的な政策的含意を導くことには慎重でなければならないが、サプライ・チェーンの寸断が復旧期間を長期化させたという事実は、産業、特に加工組立産業が自然災害から受ける被害を最小化する上で『サプライ・チェーンの複線化』が重要であることを示唆する。


    図：事業復旧に要した日数と事業所数（災害要因別の累積分布）

    [image: 13j002_f1[1]]

  


  
    » ディスカッションペーパー（RIETIウェブサイト）
  


  
    
      2013年3月（ウェブ掲載日）
    


    3.11後の東北地方における石油製品需給ギャップの推移～発生から解消まで


    
      赤松 隆 (東北大学)、山口 裕通 (東北大学)、長江 剛志 (東北大学)、円山 琢也 (熊本大学)、稲村 肇 (東北工業大学)
    

  


  地域経済プログラム (第三期：2011～2015年度)

  「東日本大震災に学ぶ頑健な地域経済の構築に関する研究」プロジェクト


  
    2011年3月11日に発生した東日本大震災では、関東・東北地域を中心とする広い範囲で石油不足問題が発生した。この現象は、東北地域では震災発生から1カ月前後続き、被災後の東北地域社会に大きな混乱と打撃を与えた。しかし、その全貌を俯瞰的に把握しうる十分な情報は、震災後1年以上を経た現時点でも、社会的に公開・共有されていない。実際、1) どの様な対策が実施されたのか？ 2) その結果、どの様な状況となったのか？ 3) なぜ1カ月近くも石油不足が続いたのか？ といった基本的な疑問に系統的に答え得る情報は、ほとんど公表されていない。その結果、関東地域と東北地域の石油不足の実態を混同し、東北地域での石油不足問題の主原因を消費者の「買いだめ行動」に帰するといった、事実誤認情報までもが流布している。


    このような状況に鑑み、本論文は、震災発生後1カ月間の東北地域における石油製品輸送の実態および石油不足の俯瞰的状況を定量的に示すものである。その分析の基礎とするデータは、港湾間の石油製品移入・移出量統計（日毎）および県別の石油製品販売実績統計（月毎）である。本論文では、まず、前者のデータを基に、発災後1カ月間の東北地域油槽所への石油製品移入量の推移を分析し、次に、このデータと平常時需要データを基に、東北地域全体での需給関係（需給ギャップ）の推移を明らかにした。さらに、石油不足の空間的な進展状況を把握するために、市町村別の需給ギャップを推計した。


    本論文の分析の結果、今回の石油不足問題では、東北地域への石油製品供給量が圧倒的に不足していたことが明らかにされた。より具体的には、(1) 発災後2週間の東北地域全体への石油製品移入量は、平常時の（同一期間）需要量の約1/3に過ぎなかった。(2) この移入量不足は、港湾施設が被災した宮城県・福島県・岩手県で、特に顕著であった。(3) 経済産業大臣が3/17会見で発表した対策（「約2万kl/dayのガソリン等を西日本製油所から東北地方に転送する」）は全く実現せず、実際の西日本からの輸送量は発表の約1/10に過ぎなかった。また、日本海側油槽所から移入された石油製品の太平洋側地域への陸上転送量も十分ではなかった。(4) このような2週間の供給不足により、累積潜在需要量が累積供給量を大幅に上回り、両者の差である「待機需要」（“需要の待ち行列”）が溜まった。(5) 発災後3週目からの供給量/日は、フロー変数としての需要量/日と同程度までは回復したものの、ストック変数である待機需要をすみやかに解消しうる水準ではなかった。(6) その結果、待機需要が捌け終わったのは、発災後4週目となった。(7) 3週間にわたり待機需要が発生した結果、実現需要は大幅に抑制され、東北地域全体で約7日分相当量（平常時の日需要量換算）の石油製品需要が消失した。さらに、需給ギャップの空間的な進展については、(8) 太平洋側地域と日本海側地域では、需給ギャップに著しく大きな差があり、(9) 県別にみると、宮城県・岩手県・山形県は、この順に需給ギャップが大きかった。(10) 需給ギャップの進展パターンを踏まえると、西から東方向、北から南方向への油槽所-サービス・ステーション間輸送が不十分であった。以上の事実から、東北地域での石油不足問題への対策としては、供給サイド、特にロジスティクス戦略の検討が不可欠であり、消費サイドは二義的な問題であることが示された。


    図1：市町村別の石油製品需給ギャップの空間的分布の推移
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    今後起こり得る大規模災害への対策として、本論文の分析結果から確実に言えることは、初動体制の重要性である。東日本大震災では、政府・経済産業省・石油連盟による対策の公表は発災から1週間後と大きく出遅れ、その対策（東北全域への石油製品供給量）も十分ではなかった。そのため、大量の待機需要が累積的に積上がり、石油不足が解消するまでに1カ月近く要することとなった。その結果、実現需要が大幅に抑制され、東北地域全体で7日分相当もの需要とそれに対応する社会・経済活動が消失し、莫大な（数千億円オーダーの）経済的損失が生じた。今後このような事態を繰り返さないためには、発災直後から被災地域全域で待機需要が大幅に累積しない水準の供給を保証しうる体制を準備する必要がある。


    そのような体制を実現するためには、以下の2つの視点からの対策が必要である。まず、第1は、想定被災地域全体での石油製品ロジスティクス上の物理的制約の総点検および、それを踏まえた発災後の輸送戦略の事前準備である。これには、輸送戦略策定の前提となる石油製品備蓄施設を含む施設補強計画との統合モデル分析も含まれよう。第2は、発災後、石油製品流通企業が社会的に望ましい輸送パターンを実施しうるための政府の補助スキームの準備である。東日本大震災では、太平洋側港湾の機能が回復するまで、深刻な石油不足に喘ぐ地域への本格的な供給増はなされなかった。その要因は、ロジスティクス上の物理的制約のみならず、民間企業としての石油会社の費用制約（i.e., 日本海側港湾から太平洋側地域へ大量輸送するための費用負担）にもあったと推測される。しかし、石油製品の供給制約による社会全体での莫大な経済的損失を考慮すれば（i.e., 社会的費用便益分析の観点からは）、発災後、社会的に望ましい輸送実施に必要な費用を政策的に補助しうる制度を準備すべきである。

  


  
    » ディスカッションペーパー（RIETIウェブサイト）
  


  
    
      2013年5月（ウェブ掲載日）
    


    企業間取引関係のパフォーマンス決定要因：東日本大震災におけるサプライチェーン寸断の例より


    
      中島 賢太郎 (東北大学)、戸堂 康之 (ファカルティフェロー)
    

  


  貿易投資プログラム (第三期：2011～2015年度)

  「日本経済の創生と貿易・直接投資の研究」プロジェクト


  
    2011年3月11日に発生した東日本大震災は日本経済に対し極めて甚大な被害を与えた。そのなかでも、直接の震災被害によって操業停止を余儀なくされた企業のみならず、このような企業と直接・間接取引を行っている企業について、サプライチェーンを通じて非常に大きな間接的被害を与えたことが大きな問題となった。災害時において、寸断されたサプライチェーンの速やかな復旧は、企業活動の復旧にとって極めて重要であり、その1つの方策として新規取引先の開拓というものがあるといえる。では、実際に震災直後の混乱の中、サプライチェーン復旧のために企業はどのようにして新規取引先を開拓したのであろうか。また、その際に開拓された新規取引先は以前の取引先と比べてどのような特徴を持つのであろうか。本稿はサプライチェーン寸断という間接被害について、新規に取引先を開拓した企業について、震災後に経済産業研究所によって被災地企業を対象に行われたアンケート調査「東日本大震災による企業の負債に関する調査」を用いた定量的な分析を行った。


    その結果、まず、震災直後の非常時において、新規開拓された企業は平均的に既存の取引先と比べて満足度が低いことが示された。これは、非常時において情報等が十分に無く、いわゆるサーチコストが平時より上昇していたこと、および、サーチに掛けられる時間が少なかったことを示唆するものと考えられる。しかし、その中でも、通常の新規取引先開拓の際に最重要視される、取引先の製品品質については既存の取引先と満足度についてそれほど大きな違いがなかったことが示された。このことは、サーチコストが高く、サーチ時間の短い非常時において、企業は取引先に対して最も重視される要因を最優先して新規取引先を開拓したことを示唆するものと考えられる。この結果は図1によって示されるものである。


    また、企業の立地要因は、取引先選択に統計的に有意な影響をもたらさないのに対し、企業の競争優位は取引先選択について重要な役割を果たしていることも示された。たとえば、大規模生産による価格競争力を競争優位にする企業は、新規取引先の満足度について、価格、および納品頻度・速度の面で満足度が有意に高く、これは、その企業の競争力維持のため、適切な取引相手を開拓していることを強く示唆している。つまり、多くの企業は非常時においても自社の競争優位に基づいて適切な取引先を開拓していたと考えられるのである。


    最後に仲介者については、インターネット、タウンページ等、企業の情報を十分に収集できていないと考えられる仲介者を用いた場合、新規取引先への評価が下がることが示された。これは、新規取引先を開拓する際のサーチコストが高く、さらに、サプライチェーン復旧のため、早期の新規取引先開拓が急務の中で、十分に企業情報を持っていない仲介者では十分にサーチコストを下げることができず、適切な相手とのマッチに至らなかったことを示唆するものとも解釈でき、十分に企業情報を収集した組織が取引先開拓を仲介することで、より適切なマッチングを導くことができる可能性があることを示しているといえる。もちろんこの結果はこれらの匿名仲介者がサーチコストを下げる効果について否定するものではない。これらの仲介者がより企業が新規取引先を開拓する際に必要とする、取引先の製造品品質等の情報について十分な提供を行う仕組みを伴うことによって、より適切な取引先の仲介が可能になることを示唆するものとも解釈できるのである。


    図1：新規取引先の既存取引先との相対評価
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    » ディスカッションペーパー（RIETIウェブサイト）
  


  
    
      2013年6月（ウェブ掲載日）
    


    防災インフラ整備における動学的不整合の定量分析：陸前高田市防潮堤整備を例として


    
      河野 達仁 (東北大学)、北村 直樹 (東北大学)、山崎 清 (株式会社 価値総合研究所)、岩上 一騎 (株式会社 価値総合研究所)
    

  


  地域経済プログラム (第三期：2011～2015年度)

  「東日本大震災に学ぶ頑健な地域経済の構築に関する研究」プロジェクト


  
    本研究は、復興計画における防災インフラ整備において問題となりうる動学的不整合問題（注1）について分析している。動学的不整合問題とは、時間やある主体の行動タイミングの前後で最適政策が異なることである。復興計画における例としては、津波危険エリアにおいて過大な開発計画を立案することで、過大な防災投資につながることがあげられる。なお、近年制度化が進んだ費用便益分析を用いても、開発計画に基づいて費用便益分析がなされる限り、この動学不整合問題を解決できない。


    本研究では、陸前高田市の防潮堤整備をケーススタディとして、1）最適防潮堤高、2）動学的不整合問題により整備されうる防潮堤高を、現実データにより経済モデルのパラメータキャリブレーションして定量分析を行なっている。なお、本研究はインフラ整備における一般的不整合問題のメカニズムとその定量分析を目的としており、実際の復興計画の評価を意図していない。


    研究成果に基づく復興計画への政策的含意を次にまとめる。


    （1）最適防潮堤高（動学的不整合のない社会最適ケース） 陸前高田市の中心市街地を守る防潮堤（延長1997m）について、T.P.5m～15mの高さで整備した際の便益、整備コスト、純便益を以下の図に示した。T.P.6mの防潮堤を基準としてその防潮堤からの差分で効果を表している。便益を水色線、防潮堤整備費用を紺色線で表し、便益から整備費用を差し引いた純便益を赤線で示している。整備防潮堤が8mを超えると、便益の伸びが鈍化する。これは、8mを超える津波の到来回数が少ないからである。この図に示されているように、最適な防潮堤高はT.P.10mであり、その際の純便益は約114億円（現在価値）と計算された。


    この最適防潮堤高T.P.10mという値は震災前の防潮堤高T.P.5.5mよりもかなり高い。このことに加えて岩手県による津波被害想定調査(2003)においても市街地中心部における浸水高が深刻と予測されており、震災前の防潮堤高T.P.5.5mは不十分であったといえる。また、防潮堤で防御されるエリア（市街地中心部）の人口を見ると、最適な防潮堤高T.P.10mの時の人口は8440人と計算された。震災前人口は6885人であり、不十分な防潮堤高のために居住人口が過小であったことを示している。


    復興計画において岩手県が計画している防潮堤高は、T.P.12.5mである。本研究の計算では10mが最適である。防潮堤の整備費用は高さに関して逓増的であるため、2.5mの違いはおよそ130億円の違いを生む。なお、仮にこの防波堤で防御されるエリア（市街地中心部）の人口が震災前の人口の2倍（およそ1万3080人）としても、防潮堤の高さはT.P.11mにとどまる。以上のことから、岩手県はT.P.12.5mの見直し・検討を行うべきである。
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    （2）防潮堤高決定における動学的不整合問題 最適防潮堤高はT.P.10mである。一方、動学的不整合が起こる場合、防波堤で防御されるエリアの人口が社会的最適の約1.5倍程度（震災前の2倍程度）の1万3080人になる可能性が十分あり、整備される防潮堤高はT.P.11mとなることが分かった（なお、旧市街地の土地利用として、本研究が想定した震災前と同様の住宅利用を含む利用の代わりに、現在計画が進行中の産業・公園利用であっても同様に動学的不整合問題は起こりうる）。最適防潮堤高10mと11mのコスト差を社会的割引4%を用いて年あたり費用に直すと約1.2億円となる。この額は、陸前高田市の毎年予算の1%強に相当する。


    本研究は、一般的にインフラ整備において費用便益分析を用いても動学的不整合問題が起こりうることを指摘している。特に、費用便益分析の義務化により住民が費用便益分析に基づく公共投資政策を期待して戦略的に行動することで、動学的不整合問題により最適規模以上のインフラ整備が行われることを示している。


    （3）今後のインフラ整備における動学的不整合問題 防潮堤整備は、図の青線が示すように、整備規模拡大によるコスト上昇が急激な費用逓増のインフラ整備といえる。そのため、デベロッパーによる戦略的行動によって多くの住民が旧市街地に最適の1.5倍の人口になる程度に移住してきても便益上昇による防潮堤高は社会的最適のT.P.10mからT.P.11mへと変化するにとどまっている。一方、道路整備のように規模拡大による整備費用の上昇が緩やかなインフラ整備を想定すると、戦略的行動に対する整備規模増加がより敏感となり、より規模の大きい動学的不整合問題の非効率が生じるといえる。


    こういったインフラ整備における動学的不整合問題を避けるためには次の方法が考えられる。1つ目は、費用の全額を受益者である主体が負担するという方法が論理的には考えられる。たとえば、防潮堤整備の場合、受益を得る地区の固定資産税率を上げれば徴収可能である。次に、顕示選好データに基づいた整備評価ではなく、住民の効用水準を直接計測できれば、政策当局は最善投資水準を決定でき、その最適政策をコミットメントできる。なお、投資水準でなく、人口水準を土地利用規制などで最適にコントロールしても最善政策を達成することが可能である。ただし、ここであげた固定資産税率の上昇や効用水準の直接計測、土地利用規制による人口制限は容易ではなく、動学的不整合問題の完全な回避は一般に難しく、緩和に努めることが次善策といえる。


    
      脚注


      
        	動学的不整合問題（または時間不整合問題ともいう）が起こる一般的構造をKydland and Prescott (1977)が指摘して、彼らの2004年のノーベル賞受賞につながった。1つのわかりやすい例として、Kydland and Prescott (1977) が示した「安い地価を背景に、洪水が起こる危険性のある地区に多くの人が移住したために堤防建設が行われる問題」を想定できる。この場合、堤防が建設されることを期待して多くの人が移住してくると費用のかかる堤防建設が行われ、最善の社会厚生を達成できない。

      

    

  


  
    » ディスカッションペーパー（RIETIウェブサイト）
  


  
    
      2013年7月（ウェブ掲載日）
    


    震災前後における宮城県内の地域ポテンシャルおよび労働分布の変化


    
      猪原 龍介 (亜細亜大学)、中村 良平 (ファカルティフェロー)、森田 学 (青森中央学院大学)
    

  


  地域経済プログラム (第三期：2011～2015年度)

  「持続可能な地域づくり：新たな産業集積と機能の分担」プロジェクト


  
    本稿は、空間経済学のモデルを宮城県の35市町村モデルに当てはめることで、震災前後の地域ポテンシャルおよび労働分布の変化について分析を行うものである。ここでいう地域ポテンシャルとは、各市町村の需要アクセスと供給アクセスから算出される所得と物価水準より求めた労働者の生活水準のことを指す。それにより、震災被害により各市町村の地域ポテンシャルがどの程度減少し、潜在的にどの程度の労働者の流出が起こりうるかを予測することができる。また、震災復興のために建築規制が行われている市町村も多いが、これらの政策が労働者分布にどのような影響があるかを分析することも可能となる。


    分析の結果によれば、まず震災後の地域ポテンシャルは平均で10%程度の減少、津波被害の甚大な沿岸市町村では20%以上の減少となることがわかった。これを受けて、市町村間の労働移動をシミュレーションにより分析した結果、労働者は沿岸市町村から内陸の市町村へ移動することが示されるが、仙台市は津波被害の規模にも関わらず、その地域ポテンシャルの高さを反映して労働者数が震災前より増加することがわかった。


    図：震災前後の労働者分布の変化予測
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    つぎに、被害を受けた農地および宅地の復旧の進展に伴う労働分布の変化を分析した結果、全般的な傾向として、一時的に内陸の市町村（とくに市部）に移住していた就業者が、沿岸部に戻ることが確認できる。その際、建築規制の残る市町村では労働者数の回復が遅れることも示された。建築規制地域については、震災後2年を経て規制が解除される地域もあるが、災害危険区域として規制が続く区域も多い。1000年に1度と言われる自然災害への備えとして、こうした規制による地域ポテンシャルの低下とそれに伴う住民減少が見合うものといえるのか、被災地での土地利用の転用などへの実行力のある規制緩和策が必要である。


    また、本研究においては、震災被害により沿岸部の各市町村の地域ポテンシャルが減少し、中心地である仙台市への回帰が強まる可能性が示されている。これは成り行きに任せていると、経済力が弱い市町村の活力が震災前に戻らないことを意味しており、市場メカニズムに対する行政施策の必要性を示唆している。政府としては、思い切った規制緩和策と併せて、意図的な人的資本の配置が重要な施策になってこよう。実際、失業保険の給付終了後、被災前と同じ地で仕事が決まった者が多くはない状況を鑑みれば、新しく被災地域に進出しようとする企業への支援、更には、新しい産業の創出を担う人材の育成などが必要となろう。


    最後に、今回の震災というカタストロフィ的なショックより、地域の均衡構造が大きく変化する可能性が考えられたが、今回の分析ではそうした均衡構造の極端な変化は見られないとの結論に至った。これは、現実の市町村間の労働分布が、空間経済学の理論で考えられるような明快な中心―周辺構造ではなく、より分散的な特徴を持っていることによると考えられる。つまり、震災のような大きな被害があったにしても、それを起点として累積的に衰退の経路をたどり、市町村が消滅するような事態は考えにくく、被害からの復興により基本的には震災前の状態に回復する可能性が高いといえる。ただし、現実問題として、沿岸漁港などの存続が懸念され、その復興のあり方について議論があることも事実である。こうした問題に対処するための課題として、モデル上での分散力要因の見直しや、地域区分をより細分化した分析、将来的な人口減少を取り入れた分析などが必要となろう。


    なお、宮城県自体も開放性を備えており、国内他地域との人口移動の存在を無視することはできない。現実には宮城県全体の実質効用水準は他の非被災地域に比べて相対的に低下することが想像でき、それによる転出超過が生まれている。しかし、現実のデータからはその更に1年後には揺れ戻しによる転入超過が生じており、国内の他地域を所与として扱うことの人口過大推計のバイアスは短期的には比較的小さく留められる。また、宮城県の県境付近の市町村は中心地域へのアクセスが悪いことから地域ポテンシャルが過小評価されることに留意する必要がある。たとえば気仙沼市は、岩手県とのアクセスを考えると、実際には地域ポテンシャルは本研究の分析結果よりも高いと考えられる。

  


  
    » ディスカッションペーパー（RIETIウェブサイト）
  


  
    
      2013年9月（ウェブ掲載日）
    


    東日本大震災後のエネルギー・ミックス－電源別特性を考慮した需要分析－


    
      森田 玉雪 (山梨県立大学)、馬奈木 俊介 (ファカルティフェロー)
    

  


  新しい産業政策プログラム (第三期：2011～2015年度)

  「大震災後の環境・エネルギー・資源戦略に関わる経済分析」プロジェクト


  
    2011年3月11日に発生した東日本大震災は、東京電力福島第一原子力発電所の爆発を引き起こし、電力供給への不安を生ぜしめた。そのため家庭用エネルギー需要は、量的にも質的にも変化した。特に、一部の地域で実施された計画停電の影響で国内全域に節電意識が広まったほか、電力供給源となるエネルギーの種類に対する消費者の関心も高まった。政府は今後の持続可能なエネルギー供給を実現するため、政策転換の必要性に迫られている。


    このような状況を背景として、筆者らは、アンケート調査を通じて東日本大震災前後の家庭用電力需要の変化を解明する課題に取り組んだ。具体的には東日本大震災前後の消費者の節電行動およびエネルギー選好の変化を明らかにし、今後の家庭用エネルギーに対する政策のあり方を提言した。


    アンケートの結果、以下のような状況が明らかとなった。まず、回答者は、震災後、節電によって家庭の電気使用量を減らした。ただし、その理由は、震災直後は「電力不足への懸念」が主であったが、半年以上経つと、むしろ、「家計のため（電気代を節約するため）」という理由が中心となった。


    次に、電力の供給元となるエネルギー源のうち、太陽光・風力などの新エネルギーに水力を加えた「自然エネルギー」の比率を今後どうするべきかという質問には、2020年までには10%まで増やすことがコンセンサスとなっているが、2050年という遠い先になると40%増加を中心として、20%から50%程度増加させるべきだという回答が主流となった。


    さらに、消費者が、政府が提示した「今後のエネルギー・ミックスの3つのシナリオ」を金銭的にどう評価しているかを明らかにした。原子力ゼロ%、15%、20～25%の各シナリオに対しては、原子力の比率が低く再生可能エネルギーの比率が高いほど、消費者がそのシナリオを受け入れるために支払っても良いと考える金額が高くなる傾向がみられた。平均的な傾向としては、表に示すように原子力をゼロ%として再生エネルギーを増加させるシナリオに対して、消費者は最大6%強の電気代の上昇を受け入れる余地があることが判明した。政府は、このような電源別エネルギー・ミックスに係る消費者の需要も考慮して、再生エネルギーへの転換を進める必要がある。


    
      表：各シナリオに対する支払意思の例

      
        
          
            	

            	ゼロシナリオ

            	15シナリオ

            	20-25シナリオ
          

        

        
          
            	消費者が追加的に支払える

            電気料金（月額、円）

            	625

            	300

            	200

            	95
          

        
      


      注：20-25シナリオには、原子力が20%のときの値（左）と25%のときの値（右）を示している。

    

  


  
    » ディスカッションペーパー（RIETIウェブサイト）
  


  
    
      2013年9月（ウェブ掲載日）
    


    東日本大震災によるサプライチェーン寸断効果と自動車産業クラスターによる復興分析：地域CGEモデルを用いて


    
      永 澄憲 (筑波大学)、沖山 充 (（株）現代文化研究所)、阿久根 優子 (麗澤大学)
    

  


  地域経済プログラム (第三期：2011～2015年度)

  「グローバル化と災害リスク下で成長を持続する日本の経済空間構造とサプライチェーンに関する研究」プロジェクト


  
    自動車産業における「サプライチェーンの寸断」という形での負のサプライショックは、今回の東日本大震災によって初めて発生した事象ではない。過去にも中越沖地震や愛知県内の自動車部品工場の火災などによって自動車組立に必要な部品を供給することができず、一部の自動車組立工場が数日間操業を停止する事態が発生している。しかし、今回の東日本大震災によってこの事象がクローズアップされたのは、自動車に搭載するマイコンを製造していた茨城県内の工場が被災したことで、国内の多くの自動車組立工場がかなりの期間にわたり操業停止を余儀なくさせられたからである。さらに、こうした事態が国内の工場のみならず、欧米の工場まで操業停止に追い込んだ。そして、東日本大震災の半年後に発生したタイの洪水によって、全く同じ事態を日本の自動車・自動車部品メーカーは再び経験することになった。


    こうした事態を引き起こした直接的な要因は、2～3万点に及ぶ部品供給の中で1点の基幹部品の供給が全くストップしたことである。しかし、こうした事態に陥る構造的な背景として自動車組立・自動車部品産業が組立メーカーを頂点とし、一次部品メーカー、二次部品メーカーといった形でピラミッド構造を構成していることがある。しかも、今回の事態によって明らかになったことであるが、それが一部の下部構造において搾られたダイヤモンド型となっていたことを指摘できる。さらに、こうした事態を深刻化させたのは、経済のグローバル化の結果、国内に止まらず海外にも負のサプライショックをもたらす構造になっていた点である。


    そこで、各自動車メーカーはこうした事態を検証するとともに、今後の対策として複数工場での同一部品の生産や一定水準の在庫積み増しなどを系列の自動車部品メーカーに要請する一方で、こうした大規模震災に備えた「事業継続マネジメント」計画を策定している。本論文は、こうした被災地域とその他地域において今回の震災で発生した「自動車のサプライチェーン寸断」を踏まえ、地域内における新しい自動車産業クラスター形成のあり方を提示している。


    本論文の分析結果について要点のみ紹介する。1つは、東日本大震災直後に発生した被災地域とその他地域の「サプライチェーンの寸断」という形での負のサプライショックについてモデル分析の結果を紹介する。もう1つは、現在被災地域で自動車産業の集積がみられる中、こうした自動車産業クラスターの形成に向けてどのような施策が望ましいのかを述べる。


    まず、下図に示したように被災地域で生産する自動車部品が基幹部品であるのか、それとも汎用性の高い部品であるのかに分けて「負のサプライショック」を計測すると、被災地域の生産量の減少が倍以上になったとしても、その部品の汎用性が高ければその他地域の生産へのマイナスの影響度は同程度にとどまることがわかった。一方、被災地域の自動車部品・自動車製造に対して、同地域から供給される生産ピラミッドの下部に位置する素材・中間財の生産減少が及ぼす「負のサプライショック」を、素材・中間財の汎用度の違い毎に計測すると、素材・中間財がその他地域から調達しにくいものであればあるほど、その産業の生産減少が被災地域の自動車部品や自動車製造の生産に及ぼす負の影響が大きくなることがわかった。


    次に、大震災以降の各産業の復旧・復興のために財政措置が現在執られている中、被災地域への財政移転の一部を使って被災地域に自動車産業クラスターを形成する施策を実施した場合の効果を考察した。分析の結果、自動車産業の生産ピラミッドを構成する産業への補助金を増額する形で自動車産業クラスター形成に充当すると、財政移転を実施する期間において明らかに自動車産業の生産量の増加、資本ストックの積み増し、労働者の増加に貢献するとともに、被災地域の地域経済や家計に対してもプラス効果をもたらすことがわかった。特に、自動車産業の生産ピラミッドを構成する製品の汎用性が高いほどこの効果は大きい。また、復興財源を負担すると想定した被災地域以外の地域の自動車産業に対してもプラス効果が働くこともわかった。しかし、こうした被災地域への財政移転期間が終了すると、自動車産業とその関連産業の生産量は他産業よりも減少することになり、持続的に発展することは難しいという結果を得た。したがって、自動車関連産業の生産を維持・拡大しようとするならば、財政移転が終了した以降も追加的な施策が必要となる。たとえば、被災地域の法人税減税措置などを実施すると、被災地域の自動車産業クラスターは継続的に発展することができ、被災地域の地域経済の発展に貢献するという結果が得られた。
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    » ディスカッションペーパー（RIETIウェブサイト）
  


  
    
      2013年9月（ウェブ掲載日）
    


    東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う農林水産品の「風評被害」に関する定量的判定・評価について


    
      戒能 一成 (研究員)
    

  


  その他特別な研究成果 (所属プロジェクトなし)


  
    2011年3月の東京電力福島第一原子力発電所事故により、福島県及び近隣県で生産された農林水産品のうち汚染の懸念があるものについて出荷制限措置が実施された。


    事故後2年以上が経過した現在、既に当該出荷制限措置の相当部分が全数検査などの安全確認体制の整備に伴い解除され、相当数の産地・産品については取引価格・数量が事故前の水準に回復しているが、福島県を中心に一部の産地・産品については今なお取引価格・数量の下落・減少が継続するなど「風評被害」が継続している状況にある。


    一方、東京電力においては原子力損害賠償審査会指針などに基づき農林水産品の「風評被害」に対し外形標準による損害賠償を実施している状況にあるが、「風評被害」の継続・収束などの動向についての情報を十分には把握できておらず、「迅速かつ平易な賠償」の実施は重要であるものの制度が目的外に利用される危険が残る状況にある。


    本稿においては、措置効果に関する統計的手法を応用し「風評被害」の継続・収束についての定量的判定基準を複数開発し、東京都中央卸売市場の取引価格・数量の実績値を用い、福島・茨城・栃木各県産の肉卵類・青果果物花卉類・水産類など34品目について当該判定基準を適用した結果を総合的に評価した。


    その結果、福島県の農林水産品については多くの分野で今なお「風評被害」の影響が継続と判定されるが、茨城県については野菜・果物類などで一部影響が継続しているものの多くの分野で限定的又は概ね収束と判定され、栃木県については全分野で概ね収束と判定された。


    従って、「風評被害」に対する損害賠償のあり方として、福島県及び茨城県の一部の産品については従来の外形標準など何らかの「迅速かつ平易な賠償」を継続する必要があるが、他の関東・東北近隣産地については個別案件毎の事情を聴取・考慮し判断する方式へと方法論を変更していくことが必要であると判断される。

  


  
    » ディスカッションペーパー（RIETIウェブサイト）
  


  
    
      2013年12月（ウェブ掲載日）
    


    東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う観光関連産業の「風評被害」に関する定量的判定・評価について


    
      戒能 一成 (研究員)
    

  


  その他特別な研究成果（所属プロジェクトなし）


  
    2011年3月の東京電力福島第一原子力発電所事故により、放射能汚染の懸念から福島県および近隣県においては観光客数が大幅に減少し、観光関連産業の売上高が減少するという経済被害が発生している。事故後2年以上が経過した現在、多くの地域で入込観光客数は回復傾向にあるが、なお一部の地域では事故前と比較した入込観光客数の減少が続き「風評被害」が継続している状況にある。


    東京電力においては原子力損害賠償審査会指針などに基づき当該観光関連産業の「風評被害」に対し損害賠償を実施しているが、「風評被害」の継続・収束などの動向についての情報を十分には把握できておらず、「迅速かつ平易な賠償」の実施は重要であるものの制度が目的外に利用される危険が残る状況にある。


    本稿においては、措置効果に関する統計的手法を応用し、「風評被害」の継続・収束について定量的に推計する手法を開発し、各都道府県における県内地域別・市町村別入込観光客数の実績値推移を用いて、福島・茨城・栃木・群馬および宮城県の合計28地域について当該推計手法を適用した結果を総合的に評価した。


    その結果、2012年第4四半期時点でなお被害が継続していると推定されるのは福島県東部・中部(浜通り・中通り)地域、会津中央・南会津地域、茨城県北部・栃木県日光地域などに限定され、群馬県全域および茨城県・栃木県の大部分の地域、福島県会津西北・磐梯猪苗代地域などでは「概ね収束」と判定された。


    当該地域別の挙動差の原因は、福島第一原子力発電所や立入禁止区域などとの近接性に加え、会津・日光地域での「文化歴史」「温泉健康」などを目的とする観光客の減少、汚染水問題の影響による海水浴・海釣目的観光客の減少などが影響していると推定される。


    従って、「風評被害」に対する損害賠償のあり方として、福島県を中心とする上記地域については従来の外形標準など何らかの「迅速かつ平易な賠償」を継続する必要があるが、他の地域については個別案件毎の事情を聴取・考慮し判断する方式へと方法論を変更していくことが必要であると判断される。

  


  
    » ディスカッションペーパー（RIETIウェブサイト）
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